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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１６１　　２０１２年　５　月　３１　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
消 費 税 増 税 論 は 破 綻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　衆院社会保障・税特別委員会での日本共産党の佐々木憲昭議員の質問　　　　　　　　　

１、消費税を１０％に引き上げた時の増税分１３.５兆円のうち７兆円は社会保障に使われず、財政赤字の穴埋めや大企業減税に回され、「消費税増税分の全額を社会保障財源化する」という言い分はまやかしだと告発。岡田副総理は赤字国債分などに「置き換わる」と認めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ社会保障に回すとしている６.５兆円にも消費税増税に伴う支出増や保育制度の大改悪が含まれており、別枠で年金削減や保険料アップなどの社会保障改悪があって、２０兆円にのぼる「過去最大の負担増だ」と批判しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２、増税が及ぼす影響について、高齢者夫婦とサラリーマン世帯の実態を示し、「どうやって生活しろというのか」と追及。岡田副総理は「高齢者には確かに厳しい」と否定できませんでした。消費税増税で「風邪から治りかけた日本経済を肺炎にした」との野田首相の過去の発言(１９９７年に橋本自民政権に対して)を引用し、「負担増が消費を引き下げ、景気の足を引っ張る」と迫ると、首相は「風邪のときは増税しちゃいけない」と答弁。「国民は風邪で寝込んでいる。そんなとき、冷水をあびせるようなことはやるべきでない」と批判しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３、消費税増税の一方で大企業向けに法人税を５％減税する問題を追及。大企業の税負担率が中小企業より低いと迫ると、安住財務相は否定できず、「納税額が違う」などとごまかすだけ。２６６兆円にのぼる大企業の内部留保を国民に還元すべきだと述べると、安住財務相は「内部留保を雇用拡大や設備投資に回すべきだとの主張には賛同できる」と答えざるをえませんでした。「大企業の力を国民のために発揮させ、消費を喚起する経済政策に転換すべきだ」と主張し、消費税増税に頼らずとも、社会保障を拡充し財政危機を打開できると強調しました。  　　　PP（日本共産党の「提言」　消費税大増税ストップ！社会保障充実、財政危機打開へ　をお読みください）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　
２０１２年　６月議会スケジュール（予定）
６月１３日（水）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、提案説明）
６月１９日（火）―２２日（金）
午前１０時  　本会議（議案質疑・一般質問）

６月２５日（月）―２６日（火）　午前１０時　常任委員会
６月２７日（水）　午前１０時  　特別委員会

７月　３日（火）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、議決）閉会
議会関連の予定
６月　５日（火）午後　５時　６月議会への請願の受付終了

６月　６日（水）午前１０時　各派代表者会議、議会運営委員会
平和大行進　６月１２日（火）午前９時 桑名市役所南口前
２０１２年原水爆禁止世界大会三重県実行委員会は、国民大行進（和歌山県→広島コース）の三重県内の日程を決めました。是非、行進にご参加下さい。
【北勢コース】

６月１１日（月）　宣伝行動、木曽岬町・東員町・いなべ町・菰野町訪問

６月１２日（火）　午前９時　桑名市役所前→朝日町役場→近鉄川越富洲原駅→四日市市役所前
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「まちづくり懇談会」開催される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ５月２７日より７月８日まで、日曜日ごとに市内１８か所で、１日３ヶ所「まちづくり懇談会」が開催されます。
　内容は、市から各自治会長に今年度の政策等を説明するものです。
１、市長からは「地域医療」、「防災」、「子育て支援」等について説明。
２、市長公室長より「総合計画の後期基本計画」の８つの部門別計画を説明。
３、保健福祉部理事より「新病院の整備」、保健福祉部長より「介護保険の保険料の値上げ」について説明。　以上の３点です。
Ｐ私は２７日に立教地区の「懇談会」に参加しましたが、この会の開催が一般に広報されておらず、傍聴は私だけでした。１、２で区切って質問を受け付け、防災（避難場所）や下水関係に不満が多く、関心が高いことが分かりました。下水排水側溝などについては市の細やかな管理・対応が必要です。同和対策をどうして取り上げるのかとの質問もありました。ここで大半の時間が費やされ、メイン（市が議会で、市民に説明し、意見を求めると約束していた）の「新病院の整備」、「介護保険の保険料の値上げ」については僅かに各３分の説明で終わりました。市のこの「懇談会」開催の目的が何なのか改めて問われています。
「新病院に期待する医療について」　　　　　　　　　　　地域医療対策課が意見を募集　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「広報くわな」６月号では、市民の皆さんに２０１５年（平成２７）年４月にオープン予定の新病院（桑名市総合医療センター）に対して「期待する医療」の意見を６月１５日まで募集しています。新病院については、東医療センター（旧山本病院）周辺に、４００床規模で２次医療完結型、急性期医療を提供するとしか書かれていません。新病院建設に対して、１０６億円でつくるとか、１号館を買収したとかの細切れの情報が報道されていますが、ちゃんとした説明もせずに、形式的に意見を聞くことに対して市民から批判の声が上がっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐまだ基本構想・基本計画は決まっていませんが、市民の意見を１５日まで聞いて６月末には基本構想・基本計画を決定すると言うから無茶な計画で推進しています。他市町の例を見ますとちゃんと住民の意見を聞いて２年ぐらいかけて計画を作っていますが、桑名市は市民病院と山本病院が合併してすぐなのに３カ月で計画を作り、来年の４月には建設着工と言いますからまさに滅茶苦茶です。このまま進めば、欠陥品になってしまう事が心配されています。
「原発再稼働は中止を」 住民の命と安全は何にも勝る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ野田政権や電力業界は、福井県にある関西電力大飯原発など停止中の原発の再稼働をめざしています。東京電力福島原発事故の原因究明を尽くさず、安全基準や避難計画も見直さず、独立した規制機関も確立しないで、原発の再稼働を押し付けるのに道理はありません。原発再稼働と経済活動をはかりにかけるのではなく、原発からの撤退を決断してこそ、原発に依存した地域経済からの再生も電力需給の問題の解決もできます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ原発立地の地元では、これまで自治体が原発交付金や電力会社からの寄付金を受け取り、地域経済が雇用や営業を原発に依存していたため、原発停止が長引くことへの不安もあるといいます。しかし生命と安全は何にも代えられません。政府が撤退を決断し、原発交付金は自然エネルギー促進の交付金に振り向けるなど、政府の責任で雇用と営業への対策を進めることです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ大飯原発では、消費地でもある京都や滋賀、大阪などが再稼働に反対しています。政府の計画も、大飯原発が停止したままでも節約と他の電力会社の融通で電力を賄う見通しです。原発からの撤退の決断が早ければ早いほど、自然エネルギーや省エネルギーの対策も前進できます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ無謀な原発再稼働の押し付けを許さず、「稼働ゼロ」から「原発ゼロ」へと、国民の世論と運動を広げていくことが重要です。　　　　　　　　　　　　　　【全国集会の予定】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　７月１６日午後０時半から東京・代々木公園、　　　　　　　　pppppp「さようなら原発１０万人集会」　　　　　　　　　　　　　　　　②　７月２９日午後３時半から東京・日比谷公園、「国会包囲行動」 　　
日本共産党の「外交ビジョン」　　　　　　　　　　　Ｐ日米安保条約発効から今年は６０年です。各分野からこんなアメリカいいなりの国でいいのかという声が噴き出しています。日米安保条約をなくしたらどういう展望が開かれるのでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ第一に、米軍基地の重圧から日本国民が一挙に解放されます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ第二に、日本が、アメリカの“戦争の根拠地”から、憲法９条を生かした“平和の発信地″に大きく変わります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ第三に、日本の経済主権を確立するたしかな保障がつくられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ日本共産党の提案はアメリカとの対立や敵対ではありません。日米安保条約に代えて日米友好条約を結ぶというのが提案です。今の様な支配・従属のもとでは真の友好は決してつくれません。対等・平等の関係になってこそ日米両国、両国民の真の友好を築くことができます。[image: image2.png]
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